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平成２７年度中国地方整備局コンプライアンス報告書

平成２８年７月２６日

中国地方整備局コンプライアンス推進本部

中国地方整備局は、平成２４年１１月に「中国地方整備局コンプライアンス推進本部」（以

下、「推進本部」という。）を設置し、コンプライアンス推進のより一層の強化を図るため、

毎年度、「中国地方整備局コンプライアンス推進計画」を策定し、取組みを実施しているとこ

ろである。

本報告書は、平成２７年度中国地方整備局コンプライアンス推進計画に基づき実施した取

組みとそれに対する評価について取りまとめたものである。

平成２７年度中国地方整備局コンプライアンス推進計画

はじめに

職員ひとり一人が適正に職務を行うためには、国家公務員法、国家公務員倫理法、発注者

綱紀保持規程等の関係法令を正しく理解した上で、コンプライアンス意識を持ち続けることが

必要であり、そのためには、研修や職場での啓発活動等を繰り返し行うことが重要である。

この理念に基づき、平成２５年度は、国家公務員法等の関係法令を正しく理解すること、平

成２６年度は、これを継続しながら、コンプライアンスに関するルールができた背景を知り、

より理解を深めることに重点をおいて取組みを行ってきたが、これまでの取組みによって、職

員のコンプライアンス意識は向上し、一定の成果が上がってきたところである。

平成２７年度は、これまでの取組みの継続を基本としつつ、職員ひとり一人がコンプライア

ンスを自分自身のこととして、高い意識を持って行動できるようにすることを主眼において、

取組みを行っていくこととする。

また、職員の参加意欲をより引き出すために、職員自らが自主的にコンプライアンス意識を

高められる仕組みを提供する一方で、取組みの意図や実施時期等を考慮して、可能なものは集

約するなどの工夫も行っていくこととする。

併せて、上司が部下とコミュニケーションを図り、不当行為は絶対に容認しないという姿勢

が部下に伝わるような職場作りや、職員を孤立させない風通しの良い職場環境を作るように取

り組んでいくことが重要である。

このため、平成２７年度コンプライアンス推進計画を以下のとおり策定する。

１ 職員のコンプライアンス意識の醸成

職員個々のコンプライアンス意識の醸成を図るため、引き続き、繰り返し、コンプライア

ンスに関する講座・研修・講習会等を受けられるような体制を作る。

また、局長等組織のトップが、直接、職員にコンプライアンス等について話す機会を作る。

■取 組（資料１）

局長は、就任挨拶等の中で、自らのコンプライアンスに関する考え方を職員に伝えた。ま

た、局長、副局長、部長は、職員研修における講話の中で、あるいは事務所訪問時にコンプ

ライアンスに関する考え方を伝えた。

コンプライアンス意識及び行動の変化、各取組の効果等を把握するため、本局の課長、事

務所の所長・副所長・課長・出張所長を対象にアンケート調査を実施した。
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（１）コンプライアンス出前講座

発注者綱紀保持及び公務員倫理の意義と重要性を周知し、入札関係その他の不祥事の防止

を図ることを目的に、本局職員及び事務所のコンプライアンス指導者を講師とし、本局が全職

員を対象とするコンプライアンス講座を実施する。

■取 組（資料２）

本局職員及び事務所副所長が講師となり、全職員を対象に１２月から３月までの間、本局及

び全事務（管理）所において「コンプライアンス出前講座」を実施し、フォローアップ講座

の修了者を含めると、受講率１００％となる１，９７２名の全職員が受講した。

講座においては、国家公務員倫理法・規程、発注者綱紀保持規程及び官製談合防止法がで

きた背景・経緯等を説明するとともに、適正な請負、個人情報の適正な管理についての講義

を実施した。さらに、職員ひとり一人がコンプライアンスを自分自身のこととして考えられ

るようにするために、どの所属においても身近である「情報管理」をテーマにしたミーティ

ングを実施した。

（２）外部講師によるコンプライアンス講習会

① コンプライアンス講習会

発注者としてのコンプライアンスの意義及び重要性に関する理解を深める目的で、各地区

で外部講師を招いたコンプライアンス講習会を実施する。

■取 組（資料３）

○コンプライアンス講習会

・平成２７年１０月２９日（鳥取地区） 参加者４７名

講師：公正取引委員会事務総局 中国支所

演題：入札談合の防止に向けて

・平成２７年１０月３０日（三次地区） 参加者２１名

講師：公正取引委員会事務総局 中国支所

演題：入札談合の防止に向けて

・平成２７年１２月１７日（岡山地区） 参加者７４名

講師：公正取引委員会事務総局 中国支所

演題：入札談合の防止に向けて

・平成２８年 ２月１７日（鳥取地区） 参加者３８名

講師：弁護士

演題：「高知県内における入札談合事案に関する報告書」を読む

・平成２８年 ２月１９日（山口地区） 参加者７６名

講師：公正取引委員会事務総局 中国支所

演題：入札談合の防止に向けて

・平成２８年 ２月２９日（倉吉地区） 参加者２５名

講師：中国電力株式会社鳥取営業所

演題：当社におけるコンプライアンス推進の取組について

・平成２８年 ３月１０日（米子地区） 参加者２８名

講師：株式会社新日本海新聞社西部本社

演題：新聞記者の仕事からコンプライアンスを考える
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② 幹部職員を対象とするコンプライアンス講習会

幹部職員（事務所長、副所長を含む）を対象に、組織の管理職として必要なコンプライア

ンスに関する高度な管理能力及び判断力の向上を図る目的で、外部講師を招いたコンプライア

ンス講習会を実施する。

■取 組（資料４）

○平成２７年１１月１８日 コンプライアンス講習会 参加者１１５名

講師：中国地域ニュービジネス協議会参与

演題：幹部職員として必要なコンプライアンス

（３）職員研修におけるコンプライアンス講義

中国地方整備局で実施する職員研修の重点実施事項にコンプライアンスの徹底を定め、可能

な限りすべての人材育成研修及び知識・技能研修等のカリキュラムにコンプライアンスに関す

る講義を設ける。

■取 組

中国地方整備局で実施した２５の職員研修のカリキュラムにおいて、コンプライアンスに

関する講義を実施し、管理職を含む延べ３３９名の職員が受講した。

（４）コンプライアンス・ミーティング

各職員が職場内で自発的に意見を出し合うことにより、職員のコンプライアンスに関する意

識の向上を図ることを目的に、コンプライアンス・ミーティングを四半期に１回、全職員を対

象に実施する。

原則として所属単位を基本とし所属職員全員が参加して、本局が提示した具体的な共通テー

マ並びに本局及び各事務所において選定したテーマにより、ひとり一人の理解が深まるような

工夫を行う。

なお、ミーティング結果の報告を義務付け、質問に対してはフォローアップを行う。

■取 組（資料５）

職員のコンプライアンスに関する意識の向上を図るため、コンプライアンス・ミーティン

グを四半期に１回開催し、職員の参加率は第１回目９８％、第２回目９８％、第３回目９９

％、第４回目９９％であり、年間を通じて参加できなかった職員はいなかった。

ミーティング参加者から出た質問に対しては、本局で回答を作成し、フォローアップを行

った。

なお、第２回及び第４回コンプライアンス・ミーティングにおいては、参加するひとり一

人が自分自身のこととして考えられるようにするために、本局及び事務所が主体的に身近な

テーマを選定して実施した。このとき、本局及び各事務所で実施したテーマと所見を水平展

開して実施上の参考となるよう工夫した。

ミーティングにおいては、実施日やグループを分割したり、所属のミーティングに参加で

きなかった職員を集めて実施するなど、ミーティングへ全職員が参加できるよう工夫した。

事務所が独自に取組みを行った主な事例は、以下のとおりである。

・各所属でのミーティングの効果を高めるために、まず幹部会議で実際にミーティングを

行って留意点や参考事項等を整理した上で実施した。

・事務所長や副所長が、各所属のミーティングに参加して助言を行った。
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（５）ｅ－ラーニング

職員が自主的にコンプライアンスに関する正しい知識と理解を深められるようにするため

に、e-ラーニングを実施する。

■取 組（資料６）

職員が自主的にコンプライアンスに関する正しい知識と理解を深められるための仕組みとし

て、e-ラーニングをイントラに開設した。ここでは、公務員倫理及び発注者綱紀保持について
自由な時間に学習ができることとしている。また、教材として学習、テスト、ＤＶＤ視聴の

各形式を整え、職員が取り組みやすく理解が深まるよう工夫した。

（６）コンプライアンスに関する情報提供

不祥事事例などのコンプライアンス意識の醸成に資する情報提供をイントラネット、メール、

諸会議等を活用して行う。

■取 組

毎月、公務員の懲戒処分等不祥事事案をとりまとめ情報提供を行った。各部・事務所におい

ては、定例会議等を活用し職員周知を行った。

（７）パソコン立ち上げ時のコンプライアンス遵守メッセージ表示

職員のコンプライアンスに関する意識の高揚とその徹底を図るため、定期的に全職員を対象

として、行政パソコンの立ち上がり時に、コンプライアンス遵守メッセージを表示する。

■取 組（資料７）

毎月第２・第４月曜日において、パソコンの立ち上がり時にコンプライアンス・メッセー

ジを表示した。

メッセージについては、最初の画面に職員に伝えたいキーワードを表示し、次の画面で解

説を表示するよう、２段階に分けてポップアップするよう工夫した。

〈表示内容〉

・通報窓口（内部窓口及び公正取引委員会等）

・発注事務の定義

・不当な働きかけの対応ルール

・入札談合等関与行為

・秘密の保持

（８）コンプライアンス行動チェック

職員自らが、定期的に公務員倫理、発注者綱紀保持等のコンプライアンス行動チェックを実

施して、コンプライアンスの徹底を図る。

■取 組（資料８）

職員が自主的にコンプライアンスに関する正しい知識と理解を深められるための仕組みの一

つとして、e-ラーニングの開設に併せて教材として設けたもので、職員ひとり一人が日頃
の行動や考えについて、行動チェックを利用して自己点検を行い、法令・規程

等に照らし遵守できているかどうかを確認することにより、コンプライアンス

意識の徹底が図られるよう項目を工夫した。
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（９）コンプライアンス・ハンドブックの作成

職員がコンプライアンスを常に意識した日々の行動に役立てるために、コンプライアンスに

関する基本的事項や参考事例等を盛り込んだハンドブックを作成し、全職員に配布する。

■取 組（資料９）

職員が自主的にコンプライアンスに関する正しい知識と理解を深められるための仕組みの一

つとして作成したもの。職員ひとり一人が身につけるべき知識や情報について、手軽且つ身

近に置くことを目的に、平素から知っておくと役立つ事項を整理したもので、職員が、日頃

の行動において判断に迷ったり、疑問に直面したとき、また、コンプライアンスを考えたと

きに役立つ構成となるよう工夫した。

【評 価】

ｅ－ラーニングの開設やコンプライアンス・ハンドブックの作成など、新たな取組みも含

め、各取組みとも計画どおり実施され、職員のコンプライアンス意識の醸成が図られた。

コンプライアンス出前講座については、本局職員及び事務所副所長が講師となり実施した

が、未受講者にはフォローアップを行うことで、全職員の受講を達成したことは評価できる。

コンプライアンス･ミーティングについては、理解を深めるための工夫として、事務所毎

により身近なテーマを選定して実施したことにより、職員間での活発な意見交換が行われる

など職場内のコミュニケーションの醸成に加え、マンネリ化防止にも効果があった。

公正取引委員会や弁護士など外部講師による講習会は、職場外の専門的な見地からコンプ

ライアンスを考える上で有益な情報や専門的な知識等を習得できる良い機会であり、今後も

実施していく必要がある。

ｅ－ラーニングは、平成28年3月に開設したばかりであり、職員が自主的にコンプライア

ンスに関する正しい知識と理解を深めるための仕組みとして、今後、有効に活用できるよう

に工夫をしていく必要がある。

２ 事務所のコンプライアンス指導者の育成

（１）管理職（副所長）研修

事務所の副所長を対象に、組織の管理者として必要なコンプライアンスに関する高度な管理

能力及び判断力の向上を図り、事務所におけるコンプライアンス推進の中心的な役割を担うこ

とを目的に、管理職（副所長）研修を実施する。

■取 組（資料10）

副所長を対象とする管理職（副所長）研修を５月に実施し、１８名が受講した。

研修では、コンプライアンス指導者としての役割を明確にするため、職場におけるコンプ

ライアンス上の潜在リスクを抽出して、その対処法について意見交換を行った。

事務所が独自に取組みを行った事例としては、研修受講者が定例会議で受講内容の説明を

行ったり、事務所職員を対象としてコンプライアンス講習会を開催するなどした。
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（２）コンプライアンス（課長）セミナー

事務所の課長を対象に、コンプライアンスに関する理解を深め、コンプライアンス・ミーテ

ィングなどを通し、部下職員へ適切な指導が行えるよう管理職としての資質の向上を図るとと

もに、事務所におけるコンプライアンス推進の実務的な役割を担うことを目的に、コンプライ

アンス（課長）セミナーを実施する。

■取 組（資料11）

事務所の課長及びコンプライアンスを担当する建設専門官を対象とするコンプライアンス

セミナーを７月に実施し、２８名が受講した。

セミナーでは、コンプライアンス指導者として、コンプライアンス・ミーティングをより

実効あるものとするための課題や工夫すべき点について情報交換を行った。

事務所が独自に取組みを行った事例としては、研修受講者が事務所職員を対象とした研修

報告会等を開催したり、コンプライアンス・ミーティングの独自テーマを作成するなどした。

【評 価】

各取組みとも計画どおり実施され、新たに46名のコンプライアンス指導者が育成されたこ

とで、事務所におけるコンプライアンス推進体制の充実が図られており評価できる。

今後も、コンプライアンス指導者の育成に努めていく必要がある。

３ 発注者綱紀保持及び公務員倫理の徹底

（１）発注者綱紀保持の周知徹底

① 国民の疑惑を招かないよう発注事務に係る綱紀の保持を図るために、関係法令の遵守は

もとより、発注者綱紀保持規程について周知徹底する。

また、全職員を対象に発注者綱紀保持に関する基本的な理解度を職員自らが確認するた

め、セルフチェックを行う。その結果を踏まえて職員に対するフォローアップを行う。

② 発注担当職員が事業者等との適切な応接の実施を図るため、発注者綱紀保持マニュアル

に定める事業者等との応接方法について周知徹底する。

（２）公務員倫理の周知徹底

国民の疑惑や不信を招かないために、国家公務員倫理法や倫理規程の遵守については、上記

に掲げる出前講座や倫理週間等の機会を通じて周知徹底を図る。

また、全職員を対象に服務・倫理に関する基本的な理解度を職員自らが確認するため、セル

フチェックを行う。その結果を踏まえて職員に対するフォローアップを行う。

■取 組（資料12）

コンプライアンス出前講座や職員研修において、発注者綱紀保持及び公務員倫理に関する

講義を行った。なお、出前講座においては、国家公務員倫理法・規程、発注者綱紀保持規程

及び官製談合防止法ができた背景・経緯等を説明するとともに、職員研修においては、階層

ごとに講義内容を変えて実施した。

発注担当職員における事業者との応接ルールについて、コンプライアンス出前講座や職員

研修において講義を行うとともに、第１回コンプライアンス・ミーティングの共通テーマと

して設定し、意見交換を実施するとともに周知徹底を図った。

公務員倫理及び発注者綱紀保持に関するセルフチェックを第３回目のコンプライアンス・

ミーティングと集約して１２月に実施し、９９％の職員が参加した。セルフチェックの結果
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を持ち寄り、ミーティングにおいて意見交換することで理解を深めた。また、本局で取りま

とめた実施結果に基づき、全職員が正しく理解できるようフォローアップを行った。

公務員倫理については、自主研修教材「公務員倫理の理解度チェック」や自主学習教材「動

画で学ぶ倫理法・倫理規程」を内部ＨＰに掲載し、受講の奨励を行った。

事務所が独自に取組みを行った主な事例は、以下のとおりである。

・月例会で、副所長が事例研究テーマを設定して所課長等による意見交換を行った後、部

下職員へ周知を図った。

・定時退庁の呼びかけとともに、コンプライアンス情報をメールで発信した。

・事務所独自でコンプライアンスに関する勉強会を実施した。

・公務員の不祥事事案等に関する「コンプラ情報」を作成し、所課長会において説明し、

所属職員に周知徹底するよう指示した。

・新規採用職員（期間業務職員を含む）に公務員倫理、発注者綱紀保持規程について、講

習を行った。

・事業者との応接方法について、「職場のチェックシート」を配布して回答させることで適

正な対応を確認した。

（３）談合に関わった場合の懲戒処分、損害賠償請求等についての周知徹底

「１ 職員のコンプライアンス意識の醸成」に掲げる出前講座や職員研修等では、発注者綱

紀保持規程、倫理規程、官製談合防止法、国家公務員法、懲戒処分、損害賠償請求、刑罰等に

関する講義等を実施し、その中でこれらのコンプライアンスに関するルールができた背景を説

明し、その遵守の必要性の理解を深めるとともに、違法性の認識や入札談合等関与行為の絶対

悪について基本的理解を深めるなど、コンプライアンスについて周知徹底を図る。

■取 組

コンプライアンス出前講座や職員研修において、発注者綱紀保持規程、官製談合防止法、

国家公務員法、倫理規程、懲戒処分、損害賠償請求、刑罰等に関する講義を行った。また、

講義において、これらのコンプライアンスに関するルールができた経緯・背景を説明すると

ともに、実際の違反事例や処分事例等を盛り込むことにより行為の違法性がより認識できる

ようにした。

（４）事業者に対する発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の遵守のための協力依頼

発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の取組みや、コンプライアンス推進計画について、事

業者、事業者団体等に対し、ホームページ掲載や会合等の場において紹介するなどにより、協

力依頼を行う。併せて、執務室の入口等に、執務室への入室にあたっての協力依頼を掲示する。

■取 組（資料13）

中国地方整備局ホームページで、発注者綱紀保持の取組みについての協力依頼を事業者等

が閲覧できるようにしている。

事業者団体（３８団体）との意見交換会等の場で、コンプライアンスの取組みについて協

力依頼を行った。

執務室への入室にあたっての協力依頼を執務室入り口等に掲示している。また、その掲示

が適切に行われているかの点検を本局及び全事務所で実施し、見えにくい等の不備があった

箇所については改善を図った。

事務所が独自に取組みを行った主な事例は、以下のとおりである。

・事業者団体との意見交換会で協力依頼を行った。

・事務所ホームページへ協力依頼文を掲載したり、各窓口へ協力依頼のチラシを備える等

している。
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【評 価】

各取組みとも計画どおり実施されており評価できる。

出前講座や職員研修において、過去の違反事例や実際の処分事例等談合に関わった場合の

リスクについての講義は、違法性の認識に効果があるため、繰り返し実施していく必要があ

る。

事業者に対する発注者綱紀保持規程及び公務員倫理の遵守のための協力依頼については、

事業者団体等との意見交換会等の様々な機会を通じて、中国地方整備局の取組みを紹介・周

知することにより、事業者等の理解は深まっていると感じるが、今後も紹介・周知を継続し

て実効性を高めていく必要がある。

４ コンプライアンス関係通報窓口の周知と適正な運用

コンプライアンスに関する通報窓口への通報は、違反行為の未然防止や事態の深刻化を回避

する正しい行為であること、また、通報した職員は不利益にならないことの周知を行い、通報

しやすいものとするよう取り組む。

また、通報があった場合には、「職員が発注者綱紀保持規程に抵触する事実を確認したとき

の通報の対応フロー」、「職員が事業者等から不当な働きかけを受けたときの報告の対応フロ

ー」等に基づき、迅速かつ的確な対応を行う。

■取 組（資料14）

国家公務員法、国家公務員倫理法・規程及び発注者綱紀保持規程に抵触すると思料する事

実を確認したときに、メールで通報できる窓口を設置している。

通報が正しい行為であることや不利益にならないことについて、コンプライアンス出前講

座、職員研修、パソコンのコンプライアンスメッセージ表示、コンプライアンス携帯カード

により周知徹底を行った。

さらに、より通報しやすい環境を整えるため、整備局の外部に設置されている通報窓口について

も周知を図った。

なお、平成２７年度において、コンプライアンス関係通報窓口への通報及び不当な働きかけを受

けたときの報告の事実はなかった。

【評 価】

不当な働きかけに対する報告については、様々な機会や方法により周知徹底が図られてい

るが、引き続き、周知徹底に取り組んで行く必要がある。

コンプライアンス関係通報窓口については、窓口設置の趣旨が理解されて活かされるよう、

引き続き、職員への周知・徹底に取り組んでいく必要がある。
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５ 入札契約手続きの見直し及び情報の適切な管理

① 平成２６年２月６日付け本省通知「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続き

の見直しの実施について」等に基づく技術資料と入札書の同時提出等を、対象を広げて実

施する。

② 発注者綱紀保持規程に基づき、発注事務に関する適切な情報管理の徹底を行う。

また、管理状況を定期的（少なくとも毎年度１回）に点検する。

■取 組

本省通知「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続きの見直しの実施について」

に基づき、技術資料と入札書の同時提出等を一般土木以外の工種についても対象を広げて実

施した。

また、各部・事務所において、第１四半期中に情報管理状況の点検を実施し、適切に管理

されていることを確認した。

【評 価】

技術資料と入札書の同時提出については、計画どおり、対象を全ての工種まで拡大したこ

とにより、不正が発生しにくい入札契約手続きの更なる前進が図られており評価できる。

発注事務に関する情報管理については、点検の結果、情報の漏洩防止措置や関係資料の保

存等、ルールに則って適切になされていたことが確認できたが、引き続き、管理状況を定期

的に点検し適切な情報管理の徹底を図る必要がある。

６ 内部監査の実施

一般監査において、コンプライアンスの取組状況や入札・契約事務の適正な執行状況及び不

正行為防止取組状況を重点監査事項に位置付け、引き続き、内部監査を実施する。

■取 組

「平成２７年度一般監査実施計画」に基づき、１２事務所を対象に実施した。

一般監査ではコンプライアンスに関する重点項目として、次の項目を監査した。

【全地方整備局共通重点項目】

・コンプライアンス（コンプライアンス推進計画の取組について）

【中国地方整備局の重点項目】

・行政情報の管理等について

・適正な業務執行の取組状況について

・職員の健康安全管理の取組状況について

・入札・契約事務の適正な執行状況及び不正行為防止の取組状況について

【評 価】

一般監査においては、コンプライアンス推進計画及び本部長指示に基づく取組状況を点検

するとともに、事務所幹部職員へのヒアリングを実施し、コンプライアンス推進責任者を中

心にコンプライアンス推進の取組みが適切に行われていることが確認できた。

コンプライアンス推進計画及び本部長指示に関する取組状況については、引き続き、内部

監査重点項目として実施していく必要がある。



- 10 -

７ 事務所ごとの応札状況の透明化・情報公開

事務所ごとに年間を通じた応札状況の傾向等について、引き続き、ホームページで公表し、

透明化を図る。

■取 組

各事務所ごとの平成２５年度及び平成２６年度における平均落札率、業者ごとの当初契約

金額及び受注割合をホームページで公表した。

平成２７年度落札分については、各月の平均落札率を翌月、ホームページで公表した。

【評 価】

応札状況については、中国地方整備局のホームページにおいて公表され、透明化が適切に

図られており評価できる。

全体評価

中国地方整備局においては、第三者委員会である「中国地方整備局コンプライアンス･ア

ドバイザリー委員会」からの提言等を踏まえ、平成27年3月30日に、コンプライアンスに関

するルールを、それができた背景や経緯も含めて正しく理解することなどの取組みを継続し

つつ、職員ひとり一人がコンプライアンスを自分自身のこととして、高い意識を持って行動

できるようにすることを主眼においた「平成27年度中国地方整備局コンプライアンス推進計

画」を、平成27年4月20日には本部長指示を決定し、取組みを進めることとした。

これらに基づき着実に取組みを行った結果、職員ひとり一人のコンプライアンス意識は向

上し、一定の成果が上がってきたと評価できるが、官製談合など、組織の信頼を失わせる事

案を発生させないためには、引き続き、職員の意識を高いレベルで維持していくことが必要

である。

今後は、一定の成果を上げてきたこれまでの取組みの継続を基本として、効率的に効果を

高める工夫を凝らしつつ、コンプライアンスの推進を図っていくこととする。
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